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 本年（平成 27 年）７月 17 日に、ＬＰＳ（投資事業有限責任組合契約）の法人該当性等に関して争われた海外不動産投資事業

事件について、最高裁（第二小法廷）において、米国のデラウエア州のＬＰＳに関しては「法人」に該当するとして投資家におけ

る損失の計上を否認する判決が出され、また、バミューダのＬＰＳに関しては「法人」に該当しないとして投資家における損失の

計上を容認する高裁判決に対する国側の上告受理申立を不受理とする決定がなされました。  

 

 ＬＰＳという点では同じものでありながら、最高裁においては、同日に正反対の判断がなされたわけです。  

 

 本コラムにおいては、この最高裁の判断に関して所感を述べることとします。  

１．ＬＰＳに関する最高裁の判断の概要 

 米国のデラウエア州のＬＰＳの法人該当性等が争われた事件に対する最高裁判決の要点となる部分を抜粋してみると、次の

とおりです。 

  「外国法に基づいて設立された組織体が所得税法２条１項７号等に定める外国法人に該当するか否かを判断するに当

たっては、まず、より客観的かつ一義的な判定が可能である後者の観点として、①当該組織体に係る設立根拠法令の

規定の文言や法制の仕組みから、当該組織体が当該外国の法令において日本法上の法人に相当する法的地位を付

与されていること又は付与されていないことが疑義のない程度に明白であるか否かを検討することとなり、これができ

ない場合には、次に、当該組織体の属性に係る前者の観点として、②当該組織体が権利義務の帰属主体であると認め

られるか否かを検討して判断すべきものであり、具体的には、当該組織体の設立根拠法令の規定の内容や趣旨等か

ら、当該組織体が自ら法律行為の当事者となることができ、かつ、その法律効果が当該組織体に帰属すると認められ

るか否かという点を検討することとなるものと解される。」  

※ 下線は、著者が付したものです。  

 

 この事件は、平成 25 年１月 24 日に、名古屋高裁において納税者勝訴の判決が出されていたものです。この名古屋高裁判

決においては、準拠法である外国の法令によって法人格を付与することとされているのか否かということに、損益の帰属すべ

き主体となっているのか否かということを加えて、「法人」に該当するのか否かを判定すべきであるという観点に立って、ＬＰＳを

「法人」ではないと判定し、ＬＰＳに投資をした投資家がＬＰＳによる事業の損失を計上することを認めました。  

 

 この事件の最高裁判決に先立って、米国のデラウエア州のＬＰＳの法人該当性等について争われていた事件においては、平

成 25 年３月 13 日と同年４月 25 日に、それぞれ東京高裁と大阪高裁において、準拠法である外国の法令によって法人格を

付与されているのか否かを実質的に判定して「法人」であるのか否かを判定するべきであるという観点に立って、ＬＰＳを「法

人」であると判定し、納税者逆転敗訴の判決が出されていました（注）。 

  （注） これらの事件に関しては、納税者から上告受理申立てがなされていましたが、米国のデラウエア州のＬＰＳに

関する上記の判決日と同じ本年７月 17 日に、上告不受理の決定がなされ、当該事件は、納税者敗訴で確定

しました。 

 



 このため、当該事件の最高裁判決は、大方の予想どおりと言っても良いものではあったわけです。  

 

 しかし、バミューダのＬＰＳの法人該当性が争われていた事件に関しては、平成 26 年２月５日に、東京高裁において、上記の

名古屋高裁と同様の観点に立って、ＬＰＳを「法人」ではないと判定し、納税者勝訴の判決が出されていましたが、これに対する

国の上告受理申立てについては、米国のデラウエア州のＬＰＳに関する上記の判決日と同じ本年７月 17 日に、上告不受理の

決定がなされ、当該事件は、納税者勝訴で確定しました。  

 

 以上のとおり、本年７月 17 日の最高裁判決は、米国のデラウエア州のＬＰＳに関しては「法人」と判定し、他方、バミューダの

ＬＰＳに関しては「法人」ではないと判定するというものとなっています。  

２．最高裁判決の疑問点 

 上記の最高裁判決に関しては、次のような疑問点等があります。  

 

 

（１）バミューダのＬＰＳを「法人」ではないとした理由が不明  

 

 上記１において述べたとおり、最高裁は、米国のデラウエア州のＬＰＳに関して、上記１において引用した判決文に記載され

ている判定の基準によってＬＰＳが「法人」と判定したことを確認することができますが、バミューダのＬＰＳに関しては、同じ判定

の基準によって「法人」ではないと判定したのか否かが不明です。  

 

 バミューダのＬＰＳに関しては、東京高裁が上記の最高裁の判定の基準とは異なる基準によって「法人」ではないという判定

をしているわけであり、その高裁判決を不服として国が上告受理申立てを行ったものに対して、最高裁は不受理としたわけで

すから、常識的に判断すると、バミューダのＬＰＳに関しては東京高裁の判定の基準を適用するべきであるということになるは

ずです。これは、米国のデラウエア州のＬＰＳに関する判決が無かった場合を想定してみると、明らかです。  

 

 最高裁がバミューダのＬＰＳに関してどのような判断をしたのかということが分からないという状態になっていることには多分

に疑問がある、と言わざるを得ません。  

 

 ＬＰＳは米国のデラウエア州とバミューダにだけしか存在しないということではありませんので、米国のデラウエア州のＬＰＳ

は「法人」とされてバミューダのＬＰＳは「法人」とはされないという結果だけが分かれば済むというわけではありません。  

 

 もっとも、実際には、最高裁は、バミューダのＬＰＳに関しても、米国のデラウエア州のＬＰＳの法人該当性の判定基準と同じ

基準で判定すると「法人」とはならないという判断をした可能性が高いように思われます。 このため、今後、国税当局も、米国

のデラウエア州のＬＰＳに関して最高裁が示した判定基準をＬＰＳの法人該当性の一般的な判定基準とすることになるのでは

ないかと思われます。  

 

 

（２）課税標準がどうなるのかということが不明 

 

 上記の最高裁判決においては、ＬＰＳが「法人」であるのか否かという納税義務者に関する言及は多く見受けられますが、「所

得の金額」がどうなるのかという課税標準に関する言及は見受けられません。  

 

 ＬＰＳが「法人」であるのか否かということとＬＰＳへの投資家の「所得の金額」がどうなるのかということは、全く別の問題で



す。  

 

 以下、（２）においては、ＬＰＳへの投資家が「内国法人」であると仮定して説明を行うこととします（注）。  

  （注） ＬＰＳへの投資家が「個人」であったとしても、根拠法令が異なるだけで、以下で指摘する疑問点と同じ疑問点

が存在します。 

 

 ＬＰＳが「法人」であるのか否かということは、法人税法２条４号の「外国法人」の定義である「内国法人以外の法人をいう」とい

う定めの中の「法人」にＬＰＳが該当するのか否かという問題です。  

 

 これに対して、ＬＰＳへの投資家である「内国法人」の課税標準の計算は、法人税法 22 条（各事業年度の所得の金額の計

算）等の規定によって行われることとなりますが、これらの規定には、「益金の額」と「損金の額」に関する取扱いが定められて

おり、ＬＰＳへの投資家である「内国法人」の課税標準の計算をどのように行うべきかという問題は、法人税法 22 条等の解釈と

適用の問題であって、２条４号の解釈の問題ではありません。  

 

 ＬＰＳが「法人」であろうが「法人」でなかろうが、ＬＰＳへの投資家である「内国法人」がＬＰＳによる事業の利益と損失に相当す

る金額を受け取ったり支払ったりするという契約を結んで実際にそのような受取りや支払いがあるということであれば、それら

を「益金の額」や「損金の額」として課税標準である「所得の金額」を計算することとなるはずです。  

 

 現に、匿名組合への投資家である組合員の「所得の金額」の計算は、法人税法 22 条の規定に基づき、そのように行ってい

るわけです。  

 

 最高裁の判決においては、ＬＰＳへの投資家の課税標準の問題をＬＰＳの法人該当性の問題に置き換えてしまい、ＬＰＳへの

投資家の課税標準の問題が適切に検討されていない、という問題があるように思われます。  

 

 

（３）外国子会社合算税制や外国税額控除制度の適用に関する疑問  

 

 最高裁の判決自体に対する疑問点ということではありませんが、最高裁の判決のようにＬＰＳを「法人」と捉えるということにな

ると、ＬＰＳへの投資家に外国子会社合算税制（タックスヘイブン対策税制）や外国税額控除制度をどのように適用するのかと

いう問題が生じてきます。  

 

 この点に関しては、基本的には、「法人」と捉えられているＬＬＣの場合と同様の取扱いとするべきものと考えます。  

 

 

（４）更正期限前に開始したＬＰＳに係る減額更正の必要性  

 

 投資家が米国のデラウエア州のＬＰＳに投資を行ってその事業の損失と利益を計上していても、それらの計上の否認が行わ

れなかったものが存在すると聞くところですが、最高裁の判決によると、米国のデラウエア州のＬＰＳに投資した投資家でＬＰＳ

の事業の損失と利益を計上していた者は、それらの計上を否認する更正が行われることとなるわけですから、更正期限（通常

は５年）の前にそれらの計上を行っていた場合には、更正期限の前に計上していた損失の額に相当する金額が課税対象外と

なり、更正期限の後に計上していた利益の額に相当する金額の減額更正のみが行われるというケースも生ずるはずです。  

 

 実務においては、損失の額の否認のみではなく、このようなケースにおける利益の額の認容も適切に行ってもらうべきです。  


